
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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関係する一部事務組合等の財政状況（単位：百万円） 59
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公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

0 - - -

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又

は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

当該団体
からの
貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計
等

負担見込
備考

0 0 - - - - 丹波地域開発 35 505 303 1 - - - -

令和2年度 京都府京丹波町

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

一般会計 14,292 13,945 347 147 14 14,392 丹波情報センター 0 0 0 0

105 52 グランベール京都ゴルフ倶楽部 - - 6 - - - - -

育英資金給付事業特別会計 4 4 0 0 2 - 丹波ふるさと振興公社 0 0 0 0 0 - - -

土地取得特別会計

▲ 4 26 35 - - - - -

瑞穂農業公社 0 0 0 0 0 - - -

町営バス運行事業特別会計 124 124 0 0

- - - -

瑞穂農林 ▲ 77 ▲ 146 4 - - - - -

グリーンランドみずほ

京都府立丹波自然運動公園協力会 ▲ 16 84 2 - - - - -

和知ふるさと振興センター 9 81 27 -

京丹波農業公社 1 67 16 35 - - - -

一般会計等（純計） 14,313 13,966 347 147 14,444 -

実質赤字額

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円）

後期高齢者医療特別会計 257 253 3 3 89 - - -

国民健康保険事業特別会計（事業勘定） 1,787 1,771 16 16 149 - - -

介護保険事業特別会計（サービス勘定） 7 3 3 3 8 - - -

介護保険事業特別会計（事業勘定） 2,205 2,176 29 29 354 - - -

145 143 2 2 76 - - -

法適用企業

国保京丹波町病院事業会計 931 950 🔺19 336 323 427 300 - 法適用企業

介護保険事業特別会計（老人保健施設サービス勘定）

下水道事業特別会計 949 949 0 0 508 4,717 4,717 - 法非適用企業

京丹波町水道事業会計 1,729 1,713 16 241 578 7,297 3,247 -

連結実質赤字額

公営企業会計等 631 12,441 8,264 -

1,761 1,712 48 42 - - -

国民健康保険南丹病院組合(病院事業会計) 11,204 11,177 27 3,416 - 4,093 -

京都府市町村職員退職手当組合（一般会計） 3,939 3,809 130 130 - - -

船井郡衛生管理組合(一般会計)

261 501 167

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合(一般会計) 3 1 2 2 - - -

京都府自治会館管理組合(一般会計) 98 92 6 6 - - -

京都中部広域消防組合(一般会計) 2,380 2,352 28 28

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合（特別会計） 837 127 710 710 30 8 -

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合（一般会計） 54 52 2 2 46 - -

京都府後期高齢者医療広域連合（一般会計） 1,018 933 85 85 - - -

- - -

京都府後期高齢者医療広域連合（後期高齢者医療特別会計） 374,458 355,411 19,047 19,047 47 - -

京都地方税機構（一般会計） 2,553 2,552 1 1

一部事務組合等 23,469 4,602 167

地方公社・第三セクター等 392 37 0 - - -

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比 区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比 内訳 平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比

元利償還金 1,432,989 1,492,852 1,385,213 25.8 一般会計等に係る地方債の現在高 13,999,951 13,368,932 14,443,850 269.1 PFI事業に係るもの - - - -

減債基金積立不足算定額 - - - - 債務負担行為に基づく支出予定額 - - - - いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - - - - 公営企業債等繰入見込額 9,957,974 9,473,357 8,263,652 154.0 国営土地改良事業に係るもの - - - -

公営企業債の元利償還金 に対する繰入金 1,086,036 1,026,844 1,028,725 19.2 組合等負担等見込額 476,909 195,568 166,912 3.1 森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - -

組合等が起こした地方債の元利 償還金に対する負担金等 18,767 22,254 24,313 0.5 退職手当負担見込額 1,167,079 1,136,070 1,151,638 21.5 地方公務員等共済組合に係るもの - - - -

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） - - - - 設立法人等の負債額等負担見込額 - - - - 依頼土地の買い戻しに係るもの - - - -

一時借入金の利子 - - - - 　うち、健全化法施行規則附則第三条に係る負担見込額 - - - - 社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - -

合計 (Ａ) 2,537,792 2,541,950 2,438,251 連結実質赤字額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - -

令和元年度 令和2年度 分母比 組合等連結実質赤字額負担見込額 - - - - 引き受けた債務の履行に係るもの - - - -

PFI事業に係るもの - - - - (Ｅ) 25,601,913 24,173,927 24,026,052 その他上記に準ずるもの - - - -

充当可能基金 2,682,800 2,424,228 2,631,877 49.0 下水道事業特別会計 5,119,998 4,917,449 4,716,744 87.9

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - - 充当可能特定歳入 140,242 105,875 87,700 1.6 京丹波町水道事業会計 4,441,474 4,208,326 3,247,314 60.5

基準財政需要額算入見込額 15,583,469 15,113,202 15,418,757 287.3 国保京丹波町病院事業会計 396,502 347,582 299,594 5.6

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - - (Ｆ) 18,406,511 17,643,305 18,138,334

早期健全化基準 財政再生基準 地方独立行政法人に係る将来負担額 - - - -

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - - 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ 141.4 120.2 109.7 その他の会計 - - - -

引き受けた債務の履行に係るもの - - - - 地方道路公社に係る将来負担額 - - - -

その他第三セクター等に係る将来負担額 - - - -

標準財政規模 (Ｃ) 6,619,087 6,979,011 6,887,248 連結実質赤字比率 - 19.09 30.00

その他上記に準ずるもの - - - - 土地開発公社に係る将来負担額 - - - -

利子補給に係るもの - - - - 健全化判断比率 令和2年度

25.0 35.0

(Ｃ)－(Ｄ) 5,085,830 5,432,405 5,366,893 将来負担比率 109.7 350.0

特定財源の額 (Ｂ) 31,544 31,031 37,111 実質赤字比率 - 14.09 20.00

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高

会計名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収

支）

資金剰余
額

/不足額

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

算入公債費等の額 (Ｄ) 1,533,257 1,546,606 1,520,355

地方公務員等共済組合に係るもの - - - -

いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

内訳 平成30年度

左のうち
一般会計

等

資金不足
比率

備考

一部事務組合等名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収

支）

資金剰余
額

/不足額

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計

等
備考

準

元

利

償

還

金

充当可能
財源等

企業債等
繰入見込

額

公社・
三セク等

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

将来負担額

債

務

負

担

行

為

債

務

負

担

行

為

(単年度) 19.1 17.8 16.4

(3ヵ年平均) 16.8 17.8 17.7

実質公債費比率 17.7
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